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証券コード　4228
平成30年５月31日

株 主 各 位
大 阪 市 北 区 西 天 満 二 丁 目 ４ 番 ４ 号

積水化成品工業株式会社
代表取締役社長 柏 原 正 人

第74回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。
　さて、当社第74回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご案内申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネットによって議決権を行使するこ
とができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、平成30年６月21
日（木曜日）午後５時15分までに議決権を行使していただきますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成30年６月22日（金曜日）午前10時
２．場 所 大阪市北区堂島浜一丁目３番１号

ＡＮＡクラウンプラザホテル大阪　３階　万葉の間
　（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １．第74期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

　　事業報告、連結計算書類および計算書類の内容報告の件
２．会計監査人および監査役会の連結計算書類監査結果報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役９名選任の件
第３号議案 社外取締役の報酬等の額改定の件
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４．議決権行使についてのご案内
⑴　書面による議決権行使の場合

　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、平成30年６月21日（木曜
日）午後５時15分までに到着するようご返送ください。

⑵　インターネットによる議決権行使の場合
　パソコン、スマートフォンまたは携帯電話から当社の指定する議決権行使サイト
（ https://evote.tr.mufg.jp/ ）にアクセスしていただき、同封の議決権行使書用紙に表示
された「ログインＩＤ」および「仮パスワード」をご利用のうえ、画面の案内に従い、
平成30年６月21日（木曜日）午後５時15分までに議案に対する賛否をご入力ください。
なお、複数回、議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使とし
てお取り扱いさせていただきます。詳細につきましては、後記33頁の「インターネットに
よる議決権行使のご案内」をご確認ください。

⑶　書面およびインターネットによる議決権行使が重複してなされた場合の取り扱い
　インターネットによる行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

５．インターネット開示に関する事項
　法令および当社定款第16条の規定に基づき、提供すべき書類のうち次に掲げる事項を
インターネット上の当社ウェブサイト（ http://www.sekisuiplastics.co.jp/ ）に掲載
しておりますので、本招集ご通知の添付書類には記載しておりません。
 ① 事業報告の「業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要」
 ② 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」
 ③ 連結計算書類の「連結注記表」
 ④ 計算書類の「株主資本等変動計算書」
 ⑤ 計算書類の「個別注記表」

６．株主総会参考書類等の記載事項を修正する場合の周知方法
　株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類の記載事項を
修正する必要が生じた場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト
（ http://www.sekisuiplastics.co.jp/ ）に掲載させていただきます。

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいます
ようお願い申しあげます。また、開会時刻間際には会場受付が大変混雑いたしますので、
お早めのご来場をお願い申しあげます。受付開始時刻は午前９時を予定しております。
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（添付書類）
事　 業　 報　 告
（平成29年 4 月 1 日から

平成30年 3 月31日まで）
１．企業集団の現況に関する事項

⑴　事業の経過およびその成果
　当連結会計年度の世界経済は、成長性をもとに金融政策の転換機運が高まり、世界
各国での政治面の変化に左右されるものの、欧米を中心に総じて堅調に推移しました。
一方、エネルギー政策や環境対応に地政学リスク増も加わって期央より原油価格が上昇
し、石油化学品や他の素材価格の値上がり影響が顕在化してきました。日本経済におき
ましては、企業収益や雇用情勢が改善するなど緩やかな回復基調で推移し、株価も上昇
しましたが、ＧＤＰやインフレ目標には達しないレベルとなりました。また、人手不足
などに伴う人件費や物流費の上昇も続いています。
　日本の発泡プラスチックス業界におきましては、原燃料価格が年度後半から値上がり
に転じ、末端需要の盛り上がりにも欠ける状況となりました。
　このような経営環境のなか、当社グループは平成28年度からの３カ年中期経営計画
「Make Innovations 60」の２年目を迎え、「事業ポートフォリオ変革」と「収益構造
革新」を進めるべく、施策を着実に推進しております。当連結会計年度は、自動車、家
電・ＩＴ関連の工業分野がグローバルを中心に伸長しましたが、さらなる原燃料価格上
昇や物流費増加の影響に加え、開発力強化のための設備投資や経費増が収益を圧迫しま
した。
　その結果、当連結会計年度の業績は、売上高は1,121億１百万円（前期比9.5％の増
加）、営業利益は52億８千４百万円（前期比2.2％の減少）、経常利益は51億５千４百
万円（前期比2.1％の増加）、親会社株主に帰属する当期純利益は34億４千８百万円（前
期比1.3％の増加）となり、経常利益および親会社株主に帰属する当期純利益は過去最高
益となりました。

　当連結会計年度の事業分野別売上高の概況は次のとおりです。

＜生活分野＞
　生活分野の売上高は661億２千８百万円となり、前期を6.3％上回りました。
　農水産関連の需要は天候不順の影響などもあり引き続き低調でしたが、食品容器関連
は電子レンジ加熱に対応した耐熱容器などの需要が好調となり、建材・土木関連も民間
向け物件やインフラ基盤整備の活発化など堅調に推移しました。主力製品の売上数量で
は、「エスレンビーズ」（発泡性ポリスチレンビーズ）は微減となり、「エスレンシー
ト」（発泡ポリスチレンシート）は前期を上回りました。売上金額は製品価格の改定に
より、ともに前期を上回りました。

－ 3 －

事業の経過およびその成果



2018/05/22 18:18:59 / 17370388_積水化成品工業株式会社_招集通知（Ｃ）

＜工業分野＞
　工業分野の売上高は459億７千２百万円となり、前期を14.5％上回りました。
　家電・ＩＴ関連では、「ピオセラン」（ポリスチレン・ポリオレフィン複合樹脂発泡
体）などを用いた液晶パネル搬送資材用途において、台湾や中国で好調となり、「テク
ポリマー」（有機微粒子ポリマー）も、液晶パネルなどの光拡散用途において、顧客の
需要が回復し、前期から売上が増加しました。自動車関連では、「ピオセラン」などを
用いた部材用途で採用部位が拡大し、乗用車からバス・トラックなどの大型車への展開
も加わって、大きく伸長しました。医療・健康関連では、「テクノゲル（ＳＴ－ｇｅｌ）」
（機能性高分子ゲル）が、低周波治療器用パッドなどで国外向けに伸長しました。

事業分野別売上高

事業分野別

当連結会計年度
（平成29年４月～

平成30年３月）

前連結会計年度
（平成28年４月～

平成29年３月）
前期比増減

金 額 比　率 金 額 比　率 金 額 増減率

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
生 活 分 野 66,128 59.0 62,233 60.8 3,894 6.3

工 業 分 野 45,972 41.0 40,165 39.2 5,807 14.5

合 　 　 計 112,101 100.0 102,398 100.0 9,702 9.5

＜グローバル展開＞
　当社グループでは、自動車、家電・ＩＴなど工業分野を中心としてグローバルに事業
拡大を推進しております。中期経営計画「Make Innovations 60」では、これまでに拡
大した生産・加工拠点の有効活用を推進しております。
　当連結会計年度の成果としては、中国・台湾・韓国の北東アジア地域では、液晶パネ
ルなど家電・ＩＴ関連が好調に推移しました。タイ・インドネシアなどの南東アジア地
域では、自動車部品搬送資材用途を中心に需要が好調でした。一方、欧米地域では、前
年度にメキシコの発泡プラスチックスの成形加工工場が稼働を開始しましたが、政治面
での影響もあり立ち上がりが遅れています。
　なお、当連結会計年度における国外売上高は194億２千２百万円（連結売上高に占め
る割合17.3％）となりました。

－ 4 －
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＜ＣＳＲの取り組み＞
　当社グループは、平成21年10月に策定した「積水化成品グループ100年ビジョン」に
おいて、「人と環境を大切に　夢をふくらませる積水化成品グループ」というＣＳＲ宣
言を掲げ、地球環境を含むすべてのステークホルダーに対して社会的責任を果たし、グ
ローバルに社会の持続的発展に貢献すべく取り組んでおります。
　活動方針のひとつである地域密着型の社会貢献活動の推進の一環として、従来の活動
に加えて平成29年度には、当社および株式会社積水化成品滋賀、株式会社積水化成品近
江の３社が所在する滋賀県にある琵琶湖博物館の「新琵琶湖博物館の創造」の趣旨に賛
同し、リニューアルサポーター企業として登録されました。
　環境貢献活動では、平成24年度から毎年、地球上に緑の波をつくる「グリーンウェイ
ブ」活動に参加し、同活動への登録を広く呼びかけたり、活動登録を一定数以上集約し
たりするなどの活動に取り組んでいます。これらの当社の取り組みが評価され、このた
び、国連生物多様性の10年日本委員会より「『登録促進』に寄与する取り組みを行う企
業」として「グリーンウェイブ　オフィシャル・パートナー」に任命されました。

⑵　設備投資等の状況
　当連結会計年度の設備投資につきましては、国内外の成形加工拠点の増強や物流合理
化に向けた投資、現有設備の更新および補修などのため、77億６千２百万円の投資を実
施しました。

⑶　資金調達の状況
　当連結会計年度中には、社債および新株式の発行による資金調達は行っておりません。

－ 5 －
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⑷　対処すべき課題
　今後の見通しにつきましては、中国など新興国の経済動向に対する懸念、米国政権の
政策動向による影響や、国内では人手不足に起因する物流費や経費の価格上昇などによ
り、当社を取り巻く環境は不透明な状況が続くことが予想されます。
　当社グループでは、中期経営計画「Make Innovations 60」の最終年度を迎え、
「事業ポートフォリオ変革」と「収益構造革新」を進め、仕上げの年として計画数値達
成にこだわりを持って推進してまいります。
　具体的には、「ＳＴ－ＬＡＹＥＲ」や「エラスティル」など戦略商材については、お
客様へのきめ細かいニーズ対応を徹底し、上市や拡販のスピードアップをはかります。
グローバル事業についても、数値管理の徹底で、早期に収益貢献に結びつくよう事業展
開施策を進めるとともに、国・地域に対応したマネジメント体制を構築します。
　また、原材料価格の変動に対応した適切な製品価格の改定を行うとともに、高利益体
質の構築に向け、低採算事業の見直しを行い、生産性向上や物流費削減などグループ全
体のコストダウンに引き続き取り組みます。
　なお、平成31年３月期の連結業績見通しにつきましては、売上高1,200億円、営業利
益68億円、経常利益66億円、親会社株主に帰属する当期純利益44億円を見込んでおり
ます。
　株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援ご鞭撻を賜りますようお願い申
しあげます。

－ 6 －
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⑸　財産および損益の状況の推移

区 分 第 71 期
（平成26年度）

第 72 期
（平成27年度）

第 73 期
（平成28年度）

第 74 期(当期)
（平成29年度）

売 上 高（百万円） 113,660 101,559 102,398 112,101

（ う ち 、 国 外 売 上 高 ） (20,869) (15,278) (17,054) (19,422)

営 業 利 益（百万円） 3,930 5,118 5,401 5,284

経 常 利 益（百万円） 4,180 4,862 5,049 5,154
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益（百万円） 2,530 3,147 3,404 3,448

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 54円14銭 67円33銭 73円03銭 75円33銭

総 資 産（百万円） 116,201 114,892 119,670 131,774

純 資 産（百万円） 58,275 58,800 61,363 66,145

１ 株 当 た り 純 資 産 1,231円37銭 1,243円30銭 1,322円14銭 1,444円28銭

自己資本当期純利益率(％) 4.6 5.4 5.7 5.5

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 18円00銭 24円00銭 24円00銭 27円00銭

（注）１．１株当たり当期純利益は期中平均発行済株式総数（自己株式数を控除した株式数）に、１株当たり純
資産は期末発行済株式総数（自己株式数を控除した株式数）に、それぞれ基づき算出しております。

２．当社グループの業績をより適切に開示・管理するために、第71期（平成26年度）より、大半の国外
連結子会社の会計年度終了日を、12月31日から連結会計年度と同じ３月31日に変更いたしました。
これに伴い第71期における当該子会社の業績は、平成26年１月１日から平成27年３月31日までの
15カ月間の業績を反映しております。

３．平成28年10月１日を効力発生日として、当社普通株式２株につき１株の割合で株式併合を実施して
おります。第71期の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益、１株当たり
純資産および１株当たり年間配当金を算出しております。

４．第74期（平成29年度）の１株当たり年間配当金は、平成29年12月６日にお支払いいたしました
中間配当金12円と、第74回定時株主総会において決議いただく予定の期末配当金15円の合計額を
記載しております。

－ 7 －
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⑹　重要な子会社等の状況
①　重要な子会社の状況

会 社 名 所 在 地 資本金 当社の
出資比率 主要な事業内容

百万円 ％
株 式 会 社 積 水 化 成 品 北 海 道 北海道千歳市 100 100.0 合成樹脂製品の製造、販売
株 式 会 社 積 水 技 研 兵庫県伊丹市 100 100.0 合成樹脂製品の製造、販売
株 式 会 社 積 水 化 成 品 山 口 山口県防府市 100 100.0 合成樹脂製品の製造、販売
株 式 会 社 積 水 化 成 品 東 部 茨 城 県 境 町 90 100.0 合成樹脂製品の製造、販売
株 式 会 社 積 水 化 成 品 九 州 大分県中津市 80 100.0 合成樹脂製品の製造、販売
株 式 会 社 積 水 化 成 品 中 部 愛知県名古屋市 70 100.0 合成樹脂製品の製造、販売
株 式 会 社 ヤ マ キ ュ ウ 東京都立川市 55 85.5 合成樹脂製品の製造、販売
株 式 会 社 積 水 化 成 品 四 国 愛媛県大洲市 50 100.0 合成樹脂製品の製造、販売

千ユーロ
Sekisui Plastics Europe B.V. オランダ 6,500 100.0 発泡プラスチックスの製造、販売

千アメリカドル
Sekisui Plastics U.S.A.,Inc. アメリカ 9,000 100.0 合成樹脂製品の製造、販売

千メキシコペソ
Sekisui Plastics Mexico S.A. de C.V. メキシコ 100,000 100.0 合成樹脂製品の製造、販売

千ニュー台湾ドル
台 湾 積 水 化 成 品 股 份 有 限 公 司 台湾 250,000 100.0 合成樹脂製品の製造、販売

千人民元
積水化成品（蘇州）科技有限公司 中国 62,515 100.0 発泡プラスチックスの製造、販売

千人民元
積水化成品（上海）精密塑料有限公司 中国 44,137 100.0

(100.0)
合成樹脂製品の製造、販売

千人民元
天 津 積 水 化 成 品 有 限 公 司 中国 23,174 100.0 発泡プラスチックスの製造、販売

千人民元
積水化成品（上海）国際貿易有限公司 中国 7,312 100.0 合 成 樹 脂 製 品 の 販 売

千アメリカドル
Sekisui Plastics S.E.A. Pte.Ltd. シンガポール 7,000 100.0 合 成 樹 脂 製 品 の 販 売

千タイバーツ
Sekisui Plastics (Thailand) Co., Ltd. タイ 270,000 100.0

(25.0)
合成樹脂製品の製造、販売

千インドネシアルピア
PT.Sekisui Plastics Indonesia インドネシア 56,834,100 100.0

(25.0)
合成樹脂製品の製造、販売

－ 8 －

重要な子会社等の状況
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（注）１．当社は、平成30年４月２日に株式会社ヤマキュウの発行済株式を追加取得し、同社に対する出資比
率を100％とするとともに、商号を「株式会社積水化成品ヤマキュウ」に変更いたしました。

２．当社の出資比率欄の（　）内は、当社の連結子会社の保有分を内数で示しております。

②　その他
　当社は、積水化学工業株式会社の関連会社であり、同社は当社の株式を21.74％保有
しております。

⑺　主要な事業内容
事 業 分 野 市 場 ・ 用 途 主 な 製 品 ・ 商 品

生 活 分 野 農水産資材、食品包装材、
流通資材、建築資材、土木資材

エスレンビーズ、エスレンシート、
エスレンウッド、インターフォーム、
これら成形加工品
ＥＳダンマット、エスレンブロックなど

工 業 分 野
自動車部材、車輌部品梱包材、
産業部材、産業包装材、
電子部品材料、医療・健康用材料

ピオセラン、ライトロン、ネオミクロレン、
セルペット、テクポリマー、テクノゲル、
テクヒーター、エラスティル、
フォーマック、ＳＴ－ＬＡＹＥＲ、
これら成形加工品など

⑻　主要な事業所
①　当社の事業所

本 社 大阪市北区西天満二丁目４番４号
東 京 本 部 東京都新宿区西新宿二丁目７番１号
総合研究所 奈良県天理市森本町670番地

②　主要な子会社の事業所
　「⑹　重要な子会社等の状況　①　重要な子会社の状況」に記載の所在地のとおりで
あります。

－ 9 －
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⑼　従業員の状況
事 業 分 野 従 業 員 数 （ 前 期 末 比 増 減 ）

生 活 分 野 1,083名 （26名増）

工 業 分 野 855名 （69名増）

全 　 　 　 社 　 （ 共 　 通 ） 163名 （5名減）

合　　　計 2,101名 （90名増）
（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員は含んでおりません。

２．上記のうち、当社の従業員数は418名であり、前期末に比べ１名増加しております。

⑽　主要な借入先
借 入 先 借 入 金 残 高

百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 5,322

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 3,000

農 林 中 央 金 庫 2,000

（注）１．株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、平成30年４月１日をもって、商号を「株式会社三菱ＵＦＪ銀行」
に変更しました。

　　　２．シンジケートローンは、株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行を主幹事とする計９行からの協調融資による
ものであります。

　　　３．外貨での借入金残高につきましては、期末時レートにより換算しております。

－ 10 －

従業員の状況、主要な借入先
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２．会社の株式に関する事項
⑴　発行可能株式総数 124,751,000株
⑵　発行済株式の総数 46,988,109株
⑶　株主数 5,012名
⑷　大株主（上位10名）
株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

積 水 化 学 工 業 株 式 会 社 9,855 21.74

第 一 生 命 保 険 株 式 会 社 3,031 6.68

積 水 化 成 品 従 業 員 持 株 会 1,727 3.81

積 水 樹 脂 株 式 会 社 1,419 3.13

大 同 生 命 保 険 株 式 会 社 1,418 3.12

BNP PARIBAS SECURITIES SERVICES
L U X E M B O U R G / J A S D E C / F I M /
LUXEMBOURG FUNDS/UCITS ASSETS

1,400 3.08

株 式 会 社 エ フ ピ コ 1,348 2.97

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,327 2.92

旭 化 成 株 式 会 社 1,250 2.75

デ ン カ 株 式 会 社 1,250 2.75

（注）１．当社は、自己株式を1,668千株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
　　　２．持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
　　　３．株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行は、平成30年４月１日をもって、商号を「株式会社三菱ＵＦＪ銀行」

に変更しました。

⑸　その他株式に関する重要な事項
　　平成30年２月15日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み

替えて適用される同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議し、平
成30年２月16日および２月27日に、立会外買付取引の方法により、自己株式568,000
株の取得を実施しました。

－ 11 －

会社の株式に関する事項
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３．会社役員に関する事項
⑴　取締役および監査役の氏名等

地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代 表 取 締 役 社 長 柏 原 正 人 社長執行役員、発泡スチロール協会　会長
取 締 役 佐 野 芳 秀 専務執行役員（経営戦略本部長）
取 締 役 池 垣 徹 哉 常務執行役員（管理本部長）
取 締 役 廣 田 徹 治 常務執行役員（第２事業本部長）
取 締 役 辻 脇 伸 幸 常務執行役員（技術本部長）

※ 取 締 役 塩 田 哲 也 常務執行役員（第１事業本部長）
取 締 役 網 本 勝 彌
取 締 役 馬 場 宏 之 住友ゴム工業株式会社　顧問
常 勤 監 査 役 守 屋 雅 之

※ 常 勤 監 査 役 宮 下 幸 一
監 査 役 濱 部 祐 一 積水化学工業株式会社　常勤監査役

監 査 役 長 濱 守 信 第一生命ホールディングス株式会社
　取締役（上席常勤監査等委員）

監 査 役 高 坂 敬 三 弁護士、色川法律事務所　顧問
（注）１．取締役　網本勝彌氏、馬場宏之氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

２．監査役　濱部祐一氏、長濱守信氏、高坂敬三氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であり
ます。

３．網本勝彌氏、馬場宏之氏、長濱守信氏、高坂敬三氏につきましては、東京証券取引所に対し、独立
役員として届け出ております。

４．常勤監査役　守屋雅之氏は、システム・経理・経営企画等で、常勤監査役　宮下幸一氏は、システ
ム・経営企画・内部監査等で、それぞれ長年にわたり企業の会計に関する事務の経験を持ち、財務
および会計に関する相当程度の知見を有しております。

５．取締役　馬場宏之氏、監査役　濱部祐一氏、長濱守信氏、高坂敬三氏のその他の兼職の状況は、
後記「⑶　社外役員に関する事項　①　重要な兼職の状況等」に記載のとおりであります。

６．当事業年度中の役員の異動
⑴　当事業年度中に退任した役員は次のとおりであります。

取締役常務執行役員 辻 村 博 志 平成29年６月23日　退任
常 勤 監 査 役 沼 倉 克 則 平成29年６月23日　退任

⑵　上記（表）※印の各氏は、平成29年６月23日開催の第73回定時株主総会において新たに選任さ
れ、それぞれ就任いたしました。

⑶　平成29年６月23日付で、次のとおり役付執行役員に就任いたしました。
取 締 役 塩 田 哲 也 常務執行役員

－ 12 －

会社役員に関する事項
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⑵　当事業年度に係る取締役および監査役の報酬等の額
区 分 支 給 人 数 （ 名 ） 報酬等の額（百万円）

取 締 役 （ う ち 社 外 取 締 役 ） 9 (2) 141 (19)

監 査 役 （ う ち 社 外 監 査 役 ） 6 (3) 60 (13)

合 計 15 (5) 202 (33)

（注）１．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．報酬等の限度額は次のとおりであります。

取締役　年額300百万円以内（うち社外取締役分20百万円以内）。ただし、使用人兼務取締役の
使用人分給与は含まない。（平成25年６月25日開催の第69回定時株主総会決議）

監査役　年額90百万円以内（平成22年６月22日開催の第66回定時株主総会決議）
３．支給人数および報酬等の額には、当事業年度中に退任した取締役１名分および監査役１名分を含め

ております。
４．報酬等の額には、当事業年度において計上した役員賞与引当金繰入額19百万円（取締役８名に対し

13百万円（うち社外取締役２名に対し２百万円）、監査役５名に対し６百万円（うち社外監査役３
名に対し２百万円））を含めております。

⑶　社外役員に関する事項
①　重要な兼職の状況等

区 分 氏 名 重 要 な 兼 職 の 状 況

社 外 取 締 役 馬 場 宏 之 住友ゴム工業株式会社　　顧問
株式会社神戸製鋼所　　　社外取締役

社 外 監 査 役 濱 部 祐 一 積水化学工業株式会社　　常勤監査役
アルメタックス株式会社　社外監査役

社 外 監 査 役 長 濱 守 信 第一生命ホールディングス株式会社　取締役（上席常勤監査等委員）

社 外 監 査 役 高 坂 敬 三

弁護士、色川法律事務所　顧問
住友ゴム工業株式会社　　社外取締役
株式会社テクノアソシエ　社外監査役
ポエック株式会社　　　　社外取締役

（注）１．積水化学工業株式会社は、発行済株式（自己株式を除く。）の総数のうち21.74％を有する株主で
あります。また、同社は当社との間に重要な取引関係はありません。

２．第一生命ホールディングス株式会社の子会社である第一生命保険株式会社は、発行済株式(自己株式
を除く。)の総数のうち6.68％を有する株主であります。また、第一生命ホールディングス株式会
社は当社との間に特別の関係はありません。

３．その他の重要な兼職先と当社との間に特別の関係はありません。

－ 13 －
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②　主な活動状況

区 分 氏 名
取 締 役 会 監 査 役 会

　出席回数 （出席率） 　出席回数 （出席率）

社 外 取 締 役 網 本 勝 彌 15回中13回（ 86％） －

社 外 取 締 役 馬 場 宏 之 15回中15回（100％） －

社 外 監 査 役 濱 部 祐 一 15回中15回（100％） 12回中12回（100％）

社 外 監 査 役 長 濱 守 信 15回中14回（ 93％） 12回中11回（ 91％）

社 外 監 査 役 高 坂 敬 三 15回中14回（ 93％） 12回中11回（ 91％）

（取締役会および監査役会における主な発言状況）
　社外取締役　網本勝彌氏、馬場宏之氏は、企業活動を通じての経験のもと、議案の
審議に必要な発言を適宜行っております。
　社外監査役　濱部祐一氏、長濱守信氏は、企業活動を通じての経験のもと、意思決定
の適正性、妥当性を確保するために必要な発言を適宜行っております。
　社外監査役　高坂敬三氏は、弁護士としての専門的見地から、法令遵守体制の構築な
どについて必要な発言を適宜行っております。

③　責任限定契約の内容の概要
　当社定款に基づき、当社が社外取締役および社外監査役の全員と締結した責任限定
契約の内容の概要は、次のとおりであります。

取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）または監査役は、本契約締結後、
その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に
定める最低責任限度額を限度として、損害賠償責任を負うものとする。

－ 14 －

会社役員に関する事項
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４．会計監査人の状況
⑴　会計監査人の名称　　　　　新日本有限責任監査法人

⑵　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
① 当社が支払うべき報酬等の額 49百万円

② 当社および当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 49百万円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引
法上の監査に対する報酬等の額を区分しておらず、実質的に区分もできないため、上記①の金額に
はこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務執行状況および報酬見積りの算出根拠
などが適切かどうかについて検討した結果、会計監査人の報酬等の額について同意しております。

⑶　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社は、会計監査人が会社法第340条に規定する解任事由に該当する場合には、監査役
全員の同意により監査役会が解任するほか、会計監査人が職務を適切に執行することが困
難と認められる場合には、監査役会が株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任
に関する議案の内容を決定いたします。

　　（注）　本事業報告中、百万円単位の金額および千株単位の株数は、それぞれ単位未満の
端数を切り捨てて表示しております。

－ 15 －
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成30年３月31日現在）

（単位：百万円）
科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資　産　の　部） (131,774) （負　債　の　部） (65,628)
流 動 資 産 50,431 流 動 負 債 47,470

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形 及 び 売 掛 金
電 子 記 録 債 権
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物
機 械 装 置 及 び 運 搬 具
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他

無 形 固 定 資 産
の れ ん
ソ フ ト ウ ェ ア
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
退 職 給 付 に 係 る 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

5,123
30,367
3,001
7,166

194
3,071

750
826

△71
81,343
53,849
15,548
11,330
20,955
4,386
1,628
1,037

73
641
321

26,455
19,844

632
5,194

838
△54

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 17,418
電 子 記 録 債 務 8,530
短 期 借 入 金 12,124
未 払 費 用 3,012
未 払 法 人 税 等 1,050
未 払 消 費 税 等 189
賞 与 引 当 金 1,023
役 員 賞 与 引 当 金 29
そ の 他 4,092

固 定 負 債 18,157
長 期 借 入 金 6,972
繰 延 税 金 負 債 6,072
再評価に係る繰延税金負債 1,596
製 品 補 償 引 当 金 244
退 職 給 付 に 係 る 負 債 3,011
そ の 他 259
（純　資　産　の　部） (66,145)

株 主 資 本 52,352
資 本 金 16,533
資 本 剰 余 金 16,544
利 益 剰 余 金 20,699
自 己 株 式 △1,425

その他の包括利益累計額 13,061
その他有価証券評価差額金 10,168
土地再評価差額金 1,479
為替換算調整勘定 235
退職給付に係る調整累計額 1,179

非 支 配 株 主 持 分 731
資 産 合 計 131,774 負 債 及 び 純 資 産 合 計 131,774

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書
（平成29年 4 月 1 日から

平成30年 3 月31日まで）
（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 112,101

売 上 原 価 85,479

売 上 総 利 益 26,622

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 21,337

営 業 利 益 5,284

営 業 外 収 益 440

受 取 利 息 及 び 配 当 金 303

雑 収 入 136

営 業 外 費 用 570

支 払 利 息 166

雑 支 出 403

経 常 利 益 5,154

特 別 利 益 136

投 資 有 価 証 券 売 却 益 136

特 別 損 失 52

投 資 有 価 証 券 評 価 損 52

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 5,238

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,461

法 人 税 等 調 整 額 324 1,786

当 期 純 利 益 3,451

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 2

親会社株主に帰属する当期純利益 3,448
（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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貸　借　対　照　表
（平成30年３月31日現在）

（単位：百万円）
科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

（資　産　の　部） (116,809) （負　債　の　部） (57,314)
流 動 資 産 44,973 流 動 負 債 43,631

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
未 収 入 金
短 期 貸 付 金
信 託 受 益 権
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 輌 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
特 許 権
ソ フ ト ウ ェ ア
施 設 利 用 権
そ の 他

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
前 払 年 金 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

1,919
4,371
2,373

20,419
3,849
1,382

59
268

4,298
5,927

26
81

△3
71,836
34,915
8,851

758
6,524

81
815

14,739
114

3,030
645

1
618
26
0

36,275
17,146
13,021
2,312

37
3,492

291
△26

支 払 手 形 609
電 子 記 録 債 務 10,273
買 掛 金 14,586
短 期 借 入 金 10,263
リ ー ス 債 務 95
未 払 金 932
未 払 費 用 2,213
未 払 法 人 税 等 865
預 り 金 3,325
賞 与 引 当 金 446
役 員 賞 与 引 当 金 19
そ の 他 0

固 定 負 債 13,683
長 期 借 入 金 6,770
リ ー ス 債 務 26
繰 延 税 金 負 債 4,979
再評価に係る繰延税金負債 1,596
退 職 給 付 引 当 金 9
製 品 補 償 引 当 金 244
資 産 除 去 債 務 36
そ の 他 20
（純　資　産　の　部） (59,495)

株 主 資 本 47,950
資 本 金 16,533
資 本 剰 余 金 16,544

資 本 準 備 金 14,223
そ の 他 資 本 剰 余 金 2,321

利 益 剰 余 金 16,281
利 益 準 備 金 1,370
そ の 他 利 益 剰 余 金 14,910

別 途 積 立 金 792
繰 越 利 益 剰 余 金 14,118

自 己 株 式 △1,409
評 価 ・ 換 算 差 額 等 11,545

その他有価証券評価差額金 10,065
土地再評価差額金 1,479

資 産 合 計 116,809 負 債 及 び 純 資 産 合 計 116,809
（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書
（平成29年 4 月 1 日から

平成30年 3 月31日まで）
（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 75,940

売 上 原 価 59,126

売 上 総 利 益 16,813

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 13,083

営 業 利 益 3,730

営 業 外 収 益 967

受 取 利 息 及 び 配 当 金 670

雑 収 入 296

営 業 外 費 用 440

支 払 利 息 138

雑 支 出 301

経 常 利 益 4,256

特 別 利 益 136

投 資 有 価 証 券 売 却 益 133

関 係 会 社 株 式 売 却 益 2

特 別 損 失 494

関 係 会 社 株 式 評 価 損 444

投 資 有 価 証 券 評 価 損 50

税 引 前 当 期 純 利 益 3,898

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,046

法 人 税 等 調 整 額 310 1,356

当 期 純 利 益 2,541

（注）　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
独立監査人の監査報告書

平成30年５月15日
積水化成品工業株式会社

取　締　役　会　御中
新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 小 西 　 幹 男 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 谷 間 　 　 薫 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、積水化成品工業株式会社の平成29年４月１日か
ら平成30年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、
連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類
を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意
見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて
合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。
監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、
連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会
計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の
表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、積水化成品工業株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財
産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上

－ 20 －

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2018/05/22 18:18:59 / 17370388_積水化成品工業株式会社_招集通知（Ｃ）

会計監査人の監査報告書　謄本
独立監査人の監査報告書

平成30年５月15日
積水化成品工業株式会社

取　締　役　会　御中
新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 小 西 　 幹 男 ㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 谷 間 　 　 薫 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、積水化成品工業株式会社の平成29年４月
１日から平成30年３月31日までの第74期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株
主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及び
その附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明
細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監
査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚
偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施
することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続
が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書
の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性につ
いて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切
な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検
討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見
積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての
重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。

以　上
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監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成29年4月１日から平成30年3月31日までの第74期事業年度の取締役の職務の執行に
関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監
査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報

告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取
締役、執行役員及び監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に
努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役、執行役員及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所
において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び
監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものと
して会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及
び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役、執行役員及び使
用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見
を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議
会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

－ 22 －

監査役会の監査報告書謄本
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借
対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認
めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ
ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認めら
れません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成30年５月21日
積水化成品工業株式会社　監査役会

常 勤 監 査 役 守 屋 雅 之 ㊞
常 勤 監 査 役 宮 下 幸 一 ㊞
社 外 監 査 役 濱 部 祐 一 ㊞
社 外 監 査 役 長 濱 守 信 ㊞
社 外 監 査 役 高 坂 敬 三 ㊞

以　上

－ 23 －

監査役会の監査報告書謄本
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株主総会参考書類
議案および参考事項
第１号議案　剰余金の処分の件

　剰余金の処分につきましては、次のとおりとさせていただきたいと存じます。
期末配当に関する事項
　当社は、株主の皆様への利益還元を経営の重要課題として位置づけており、経営体質の強
化ならびに将来の事業展開に備えるための内部留保を確保しつつ、連結業績の動向に応じた、
かつ配当の安定性を勘案した利益還元を実施することを基本方針としております。また、
配当政策につきましては、連結配当性向30～40％を目処としております。
　上記の剰余金の配当等に関する基本方針および配当政策を踏まえ、慎重に検討しました
結果、当期の期末配当につきましては、１株につき15円とさせていただきたいと存じます。
⑴　配当財産の種類

金銭
⑵　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金15円
総額 679,791,855円
なお、当期の年間配当金は、平成29年12月６日にお支払いしております中間配当金
（１株につき12円）と合わせまして、前期より３円増額（株式併合後換算）の１株につき
27円となります。

⑶　剰余金の配当が効力を生じる日
平成30年６月25日

－ 24 －

剰余金処分議案
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第２号議案　取締役９名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって、取締役全員８名（うち社外取締役２名）の任期が満了
となります。
　つきましては、コーポレート・ガバナンスの一層の強化をはかるため社外取締役１名を増
員し、社外取締役３名を含む取締役９名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

１

（再任）
かしわ
柏

 
　

ばら
原

 
　

まさ
正

 
　

と
人

58歳
（昭和34年６月29日生）

（ 社 内 取 締 役 候 補 者 ）
（ 出 席 率 ）

取締役会　100％

昭和58年４月 当社入社

137,167株

平成20年６月 当社取締役就任
平成23年６月 当社常務取締役就任
平成25年６月 当社代表取締役副社長　副社長執行役員就任
平成26年６月 当社代表取締役社長　社長執行役員就任

現在に至る
（重要な兼職の状況）
発泡スチレンシート工業会 会長

【取締役候補者とした理由】
　柏原正人氏は、代表取締役社長として、経営の監督を適切に行っております。取締役会においては、
経営上重要な案件について十分かつ適切な説明を行い、取締役会の意思決定の機能を高めておりま
す。また、社長執行役員として経営の指揮を執り、持続的な企業価値の向上をはかっております。
　これらのことから、長期ビジョン実現のための牽引者として適切な人材と判断し、引き続き取締役
として選任をお願いするものであります。
【取締役に就任してからの年数】
　柏原正人氏は、現在、当社の取締役でありますが、取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の時
をもって10年であります。

－ 25 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

２

（再任）
いけ
池

 
　

がき
垣

 
　

てつ
徹

 
　

や
哉

60歳
（昭和33年３月13日生）

（ 社 内 取 締 役 候 補 者 ）
（ 出 席 率 ）

取締役会　100％

昭和55年４月 当社入社

99,659株

平成21年６月 当社取締役就任
平成21年10月 当社第１事業本部企画部長
平成25年６月 当社取締役　常務執行役員就任

当社第１事業本部長
平成29年６月 当社管理本部長

現在に至る

【取締役候補者とした理由】
　池垣徹哉氏は、経理・経営企画部門、事業部門、事業部長、当社の基幹事業の責任者を経て、現在
は人事、経理、法務等の管理部門を統括する責任者である管理本部長として経営の一角を担っており、
幅広い経験と豊富な知見を有しております。
　これまでに培われた豊富な経験により、持続的な企業価値向上の実現のために適切な人材と判断
し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
【取締役に就任してからの年数】
　池垣徹哉氏は、現在、当社の取締役でありますが、取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の時
をもって９年であります。

３

（再任）
ひろ
廣

 
　

た
田

 
　

てつ
徹

 
　

はる
治

59歳
（昭和34年１月24日生）

（ 社 内 取 締 役 候 補 者 ）
（ 出 席 率 ）

取締役会　100％

昭和59年４月 当社入社

60,596株

平成23年６月 当社取締役就任
平成25年６月 当社取締役退任

当社執行役員就任
平成25年９月 当社第２事業本部副本部長、グローバル事業

部長、グローバル企画室長、第３事業本部副
本部長

平成26年４月 当社第２事業本部副本部長、輸送機器資材事
業部長

平成27年３月 当社第２事業本部副本部長
平成27年６月 当社常務執行役員就任
平成28年５月 当社第２事業本部長
平成28年６月 当社取締役　常務執行役員就任

現在に至る
【取締役候補者とした理由】
　廣田徹治氏は、事業部門、事業部長を経て、現在は新規事業やグローバル事業を統括する第２事業
本部長として経営の一角を担っており、幅広い経験と豊富な知見を有しております。
　これまでに培われた豊富な経験により、持続的な企業価値向上の実現のために適切な人材と判断
し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
【取締役に就任してからの年数】
　廣田徹治氏は、現在、当社の取締役でありますが、取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の時
をもって２年であります。

－ 26 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

４

（再任）
つじ
辻

 
　

わき
脇

 
　

のぶ
伸

 
　

ゆき
幸

55歳
（昭和38年１月19日生）
（ 社 内 取 締 役 候 補 者 ）
（ 出 席 率 ）

取締役会　100％

昭和60年４月 当社入社

64,429株

平成23年６月 当社取締役就任
平成25年６月 当社取締役退任

当社執行役員就任
平成26年４月 当社技術本部長
平成27年６月 当社常務執行役員就任
平成28年６月 当社取締役　常務執行役員就任

現在に至る

【取締役候補者とした理由】
　辻脇伸幸氏は、技術開発部門、総合研究所長、事業部門の技術部長を経て、現在は技術開発部門を
統括する技術本部長として経営の一角を担っており、幅広い経験と豊富な知見を有しております。
　これまでに培われた豊富な経験により、持続的な企業価値向上の実現のために適切な人材と判断
し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
【取締役に就任してからの年数】
　辻脇伸幸氏は、現在、当社の取締役でありますが、取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の時
をもって２年であります。

５

（再任）
しお
塩

 
　

た
田

 
　

てつ
哲

 
　

や
也

59歳
（昭和34年５月26日生）
（ 社 内 取 締 役 候 補 者 ）
（平成29年６月23日

　就任以降の出席率）
取締役会　100％

昭和58年４月 当社入社

25,604株

平成27年６月 当社執行役員就任
当社第１事業本部副本部長

平成29年６月 当社第１事業本部長
当社取締役　常務執行役員就任
現在に至る

【取締役候補者とした理由】
　塩田哲也氏は、事業部門、重要な子会社の社長、事業部長、第１事業本部副本部長を経て、現在は
当社の基幹事業の責任者である第１事業本部長として経営の一角を担っており、幅広い経験と豊富な
知見を有しております。
　これまでに培われた豊富な経験により、持続的な企業価値向上の実現のために適切な人材と判断
し、引き続き取締役として選任をお願いするものであります。
【取締役に就任してからの年数】
　塩田哲也氏は、現在、当社の取締役でありますが、取締役の在任期間は、本定時株主総会終結の時
をもって１年であります。

－ 27 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

６

（新任）
さ
佐

 
 

さ
々

 
 

き
木

 
 

かつ
勝

 
 

み
已

58歳
（昭和35年５月５日生）

（ 社 内 取 締 役 候 補 者 ）

昭和58年４月 当社入社

54,856株

平成24年６月 当社取締役就任
平成25年６月 当社取締役退任

当社執行役員就任
当社第２事業本部企画部長、第３事業本部
企画部長

平成26年４月 当社第２事業本部企画部長
平成29年２月 当社経営戦略本部コーポレート企画センター長
平成29年６月 当社常務執行役員就任

現在に至る
【取締役候補者とした理由】
　佐々木勝已氏は、経営企画部門、重要な子会社の社長、事業本部企画部長を経て、現在は経営企画
部門の中枢であるコーポレート企画センター長として経営の一角を担っております。
　トップマネジメントの職務遂行を補佐、実践し、持続的な企業価値向上の実現のために適切な人材
と判断し、取締役として選任をお願いするものであります。

－ 28 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

７

（再任）
あみ
網

 
　

もと
本

 
　

かつ
勝

 
　

や
彌

71歳
(昭和22年６月10日生)

（ 社 外 取 締 役 候 補 者 ）
（ 独 立 役 員 候 補 者 ）
（ 出 席 率 ）

取締役会　86％

昭和45年４月 株式会社藤田組（現、株式会社フジタ）入社

16,079株

平成14年４月 同社執行役員就任
平成17年６月 同社代表取締役社長就任
平成20年４月 同社社長退任
平成20年６月 同社代表取締役退任

同社非常勤顧問就任
平成23年６月 当社取締役就任

株式会社フジタ 非常勤顧問退任
現在に至る

【社外取締役候補者とした理由】
　網本勝彌氏は、長年にわたって企業経営に携わった実績を有しており、その豊富な知識と経験で当
社の経営執行に対し、独立した立場より助言いただくことでコーポレート・ガバナンスを強化できる
ものと判断し、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。
【社外取締役に就任してからの年数】
　網本勝彌氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役の在任期間は、本定時株主総会
終結の時をもって７年であります。
【社外取締役候補者に係るその他の記載事項】
⑴　当社は、網本勝彌氏を東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ており、同氏の再任が承認

可決された場合は、引き続き同氏を独立役員とする予定であります。
⑵　網本勝彌氏が平成20年まで代表取締役に就任していた株式会社フジタとの間に、当社グループは

製品等の取引がありますが、平成29年度において、当社グループから同社への販売実績は、当社
の連結売上高の0.01％未満であり、同社から当社グループへの販売実績はありません。また同氏
は、当社が策定した「社外役員の選任及び独立性に関する基準」を満たしており、当社からの独
立性については十分確保されていると判断しております。

－ 29 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

８

（再任）
ばん
馬

 
　

ば
場

 
　

ひろ
宏

 
　

ゆき
之

64歳
(昭和29年１月27日生)

（ 社 外 取 締 役 候 補 者 ）
（ 独 立 役 員 候 補 者 ）
（ 出 席 率 ）

取締役会　100％

昭和51年４月 住友ゴム工業株式会社入社

4,909株

平成12年３月 同社取締役就任
平成15年３月 同社執行役員就任
平成15年７月 同社執行役員退任

ＳＲＩスポーツ株式会社（現、住友ゴム工業
株式会社）代表取締役社長就任

平成23年３月 同社代表取締役会長就任
平成25年３月 同社代表取締役退任
平成27年３月 同社取締役会長退任

同社相談役就任（平成29年12月退任）
平成27年６月 当社取締役就任
平成30年１月 住友ゴム工業株式会社 顧問就任

現在に至る
（重要な兼職の状況）
住友ゴム工業株式会社 顧問
株式会社神戸製鋼所 社外取締役

【社外取締役候補者とした理由】
　馬場宏之氏は、長年にわたって企業経営に携わった実績を有しており、その豊富な知識と経験で当
社の経営執行に対し、独立した立場より助言いただくことでコーポレート・ガバナンスを強化できる
ものと判断し、引き続き社外取締役として選任をお願いするものであります。
【社外取締役に就任してからの年数】
　馬場宏之氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取締役の在任期間は、本定時株主総会
終結の時をもって３年であります。
【社外取締役候補者に係るその他の記載事項】
⑴　当社は、馬場宏之氏を東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ており、同氏の再任が承認

可決された場合は、引き続き同氏を独立役員とする予定であります。
⑵　馬場宏之氏が顧問に就任している住友ゴム工業株式会社グループと当社グループとの間に取引関

係はありません。また同氏は、当社が策定した「社外役員の選任及び独立性に関する基準」を満
たしており、当社からの独立性については十分確保されていると判断しております。

⑶　馬場宏之氏が社外取締役に就任している株式会社神戸製鋼所およびそのグループ会社において、
公的規格または顧客仕様を満たさない製品等につき検査結果の改ざんまたはねつ造等を行うこと
により、これらを満たすものとして顧客に出荷または提供する行為など、同社グループが提供す
る製品、サービスに関する不適切な行為が行われていたことが、平成29年10月に発覚いたしまし
た。同氏は、問題の判明まで当該事実を認識しておりませんでしたが、日頃から企業としてのあ
るべき姿について、あるいはコンプライアンス遵守の視点に立った提言を、同社取締役会やその
他の場で行い、注意喚起しておりました。当該事実の発生後、同氏は同社取締役会において、調
査方法の適正性・妥当性に加え、原因究明と安全性検証に向けて様々な意見表明を行ったほか、
品質ガバナンス再構築検討委員会の委員として、自身の経験、知識をもとに、グループ会社を含
めた品質ガバナンス強化策、組織改革、意識改革、外部人材の活用および海外の統括会社機能強
化等について積極的かつ建設的な意見を述べ、再発防止策の策定に寄与いたしました。

－ 30 －

取締役選任議案
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候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 、 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所 有 す る
当 社 の
株 式 の 数

９

（新任）
くぼ
窪

 
　

た
田

 
　

もり
森

 
　

お
雄

65歳
(昭和27年11月23日生)

（ 社 外 取 締 役 候 補 者 ）
（ 独 立 役 員 候 補 者 ）

昭和52年４月 大倉商事株式会社入社

0株

平成８年３月 オーブコムジャパン企画株式会社（現、オーブ
コムジャパン株式会社）取締役就任

平成10年８月 大倉商事株式会社退職
平成14年６月 オーブコムジャパン株式会社

代表取締役　常務取締役就任
平成19年10月 同社常務取締役退任
平成29年９月 同社代表取締役退任
平成29年10月 同社相談役就任

現在に至る
【社外取締役候補者とした理由】
　窪田森雄氏は、長年にわたって企業経営に携わった実績を有しており、その豊富な知識と経験で当
社の経営執行に対し、独立した立場より助言いただくことでコーポレート・ガバナンスを強化できる
ものと判断し、社外取締役として選任をお願いするものであります。
【社外取締役候補者に係るその他の記載事項】
⑴　当社は、本議案をご承認いただけることを条件として、窪田森雄氏を東京証券取引所に対し、独

立役員として届け出ております。
⑵　窪田森雄氏が相談役に就任しているオーブコムジャパン株式会社と当社グループとの間に取引関

係はありません。また同氏は、当社が策定した「社外役員の選任及び独立性に関する基準」を満
たしており、当社からの独立性については十分確保されていると判断しております。

（注）１．各候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
２．当社定款に基づき、網本勝彌氏、馬場宏之氏との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限

定する責任限定契約を締結しております。両氏の再任が承認可決された場合は、当社は両氏との間
で責任限定契約を継続する予定であります。また、窪田森雄氏の選任が承認可決された場合は、当
社は同氏との間で責任限定契約を締結する予定であります。
責任限定契約の内容の概要は、次のとおりであります。

取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）は、本契約締結後、その職務を行うにつき善意
でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として、
損害賠償責任を負うものとする。

（ご参考）
　 当 社 が 策 定 し た 「 社 外 役 員 の 選 任 及 び 独 立 性 に 関 す る 基 準 」 は 、 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト
（ http://www.sekisuiplastics.co.jp/ir/governance/pdf/policy.pdf ）に掲載しておりますので
ご参照ください。

－ 31 －

取締役選任議案
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第３号議案　社外取締役の報酬等の額改定の件
　当社取締役の報酬等の額は、平成25年６月25日開催の第69回定時株主総会において、
年額300百万円以内（うち社外取締役分20百万円以内）とご承認いただき現在に至っており
ます。
　今般、第２号議案に記載のとおり、コーポレート・ガバナンスの一層の強化をはかるため
社外取締役１名の増員を提案させていただいております。
　つきましては、社外取締役を取り巻く環境の変化に対応できるよう、取締役の報酬等の
総額（年額300百万円以内）は変更せずに社外取締役分の報酬等の額のみを増額し、年額
20百万円以内から年額60百万円以内に改定させていただきたいと存じます。
　また、現在の取締役は８名（うち社外取締役２名）でありますが、第２号議案が承認可決
されますと、取締役は９名（うち社外取締役３名）となります。

以　上

－ 32 －

取締役の報酬等の額改定の件（社外取締役の報酬等の額改定の件）
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インターネットによる議決権行使のご案内
　インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、行使していただきますようお
願い申しあげます。
　当日ご出席の場合は、郵送（議決権行使書）またはインターネットによる議決権行使のお手続きはいずれも
不要です。

記

１．議決権行使サイトについて
 

⑴　インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォンまたは携帯電話（ｉモード、EZweb、
Yahoo!ケータイ）※から、当社の指定する議決権行使サイト（ https://evote.tr.mufg.jp/ ）にアク
セスしていただくことによってのみ実施可能です。
（ただし、毎日午前２時から午前５時までは取り扱いを休止します。）
※「ｉモード」は㈱ＮＴＴドコモ、「EZweb」はKDDI㈱、「Yahoo!」は米国Yahoo! Inc.の商標ま

たは登録商標です。
⑵　パソコンまたはスマートフォンによる議決権行使は、インターネット接続にファイアーウォール等を

使用されている場合、アンチウイルスソフトを設定されている場合、proxyサーバーをご利用の場合、
TLS暗号化通信を指定されていない場合等、株主様のインターネット利用環境によっては、ご利用で
きない場合もございます。

⑶　携帯電話による議決権行使は、ｉモード、EZweb、Yahoo!ケータイのいずれかのサービスをご利用
ください。また、セキュリティ確保のため、TLS暗号化通信および携帯電話情報の送信が不可能な機
種には対応しておりません。

⑷　インターネットによる議決権行使は、平成30年６月21日（木曜日）の午後５時15分まで受け付けい
たしますが、お早めに行使していただき、ご不明な点等がございましたら下記のヘルプデスクへお問
い合わせください。

２．インターネットによる議決権行使方法について
⑴　議決権行使サイト（ https://evote.tr.mufg.jp/ ）において、議決権行使書用紙に記載された「ログイ

ンＩＤ」および「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内にしたがって賛否をご入力ください。
⑵　株主様以外の第三者による不正アクセス（“なりすまし”）や議決権行使内容の改ざんを防止するため、

ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で「仮パスワード」の変更をお願いすることになりますの
でご了承ください。

⑶　株主総会の招集の都度、新しい「ログインＩＤ」および「仮パスワード」をご通知いたします。

３．議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について
　議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用（インターネット接続料金等）は、株主様のご負担
となります。また、携帯電話等をご利用の場合は、パケット通信料・その他携帯電話等利用による料金が必
要になりますが、これらの料金も株主様のご負担となります。

以　上

システム等に関するお問い合わせ
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部（ヘルプデスク）

電話　0120－173－027（受付時間　9：00～21：00、通話料無料）

－ 33 －

インターネットによる議決権行使のご案内
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ご　　案　　内
本定時株主総会の会場は、下記のとおりでございます。

ＡＮＡクラウンプラザホテル大阪　TEL (06)6347-1112（代表）
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新
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国道２号線
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阪駅
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銀行

みずほ
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曽根崎
警察署

大阪駅前
第１ビル

阪神
百貨店

大阪
三菱ビル

渡辺橋 大江橋

新ダイ
ビル

アメリカ
総領事館

尼信ビル

大阪マルビル

第一生命
ビル

土佐堀川

日本銀行 大阪市役所

大同生命保険ビル

大阪市北区堂島浜一丁目３番１号
ANAクラウンプラザホテル大阪
３階　万葉の間

JR北新地駅

肥
後
橋
駅

大江橋駅

淀
屋
橋
駅

阪神高速道路

●地下鉄 御堂筋線 淀屋橋駅 ７番出口より徒歩約８分
●地下鉄 四つ橋線 肥後橋駅 出口1-Aより徒歩約10分
●京阪本線 淀屋橋駅 ７番出口より徒歩約８分
●京阪中之島線 大江橋駅 ２番出口より徒歩約４分
●ＪＲ東西線 北新地駅 西出口(11-５出口)より徒歩約10分
●ＪＲ大阪駅 桜橋口より徒歩約20分
※お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申しあげます。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

地図




